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令和７年度新潟県サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者更新研修 

実施要領 

 

１  研修の目的 

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者研修は、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の適切かつ円滑

な運営に資するため、サービスや支援の質の確保に必要な知識、技能を有する

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下、「サービス管理責任

者等」という。）の養成を図ることを目的として実施します。 

本研修は、サービス管理責任者等として従事し一定の経験を有する者が、業

務の遂行に必要な知識及び技術の基本を再確認するとともに、障害者支援の最

新の動向について学び、日常の業務を検証することを通して資質の向上を図る

ことを目的として実施するものです。 

 

２ 実施機関 

新潟県中央福祉相談センター 

（新潟市江南区亀田向陽４丁目２番１号） 

 

３ 日程・会場・受講定員 （詳細は別紙１参照）    

下記のいずれかの日程で受講していただきます。 

 日 程 会 場 定 員 

A日程 
令和７年９月 18日（木） 

～令和７年９月 19日（金） 

新潟県自治会館講堂 

（新潟市中央区新光町４番地１） 
77名 

計 

286名 

B日程 
令和７年 10月 22日（水） 

～令和７年 10月 23日（木） 

 謙信公武道館研修室 

（上越市大字戸野目古新田 375） 
55名 

C日程 
令和７年 11月 11日 （火） 

～令和７年 11月 12日（水） 

新潟県自治会館講堂 

（新潟市中央区新光町４番地１） 
77名 

D日程 
令和７年 12月 11日  (木） 

～令和７年 12月 12日（金） 

新潟県自治会館講堂 

（新潟市中央区新光町４番地１） 
77名 

 

※今後の感染症の発生等により、研修の中止・変更等を行う場合があります。 

※全４回の日程のうち第一希望～第三希望を選択してください。ただし、  

申込者多数の場合は調整を行うため希望する回に受講できない場合もあ

りますのでご了承ください。 

※原則受講決定後の日程変更はできません。同一事業所から複数の方が申し

込む際は、受講希望日について申込者同士でよく確認をしてから申し込ん

でください。 
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４ 受講対象者（詳細は別紙２参照） 

以下の(1)及び(2)を満たす者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 他都道府県に所在する事業所（開設予定含む）からの申込みは、受け付

けていませんのでご了承ください。 

 

 

 

 

 

(1)以下(a)または(b)に該当する者 

(a) 実践研修（※1）または更新研修（※2）を修了しており、資格有効期限

が令和7年度末～令和9年度末の者。 

(b) 実践研修または更新研修を修了しており、資格有効期限が令和10年度末

～令和11年度末の方で、今年度の更新研修受講が必要となる特別な事情

がある者。 

 

(2)本研修受講時に以下(ア)～(ウ)のいずれかの実務経験等を満たしている者 

(ア) 現に（※3）指定障害福祉サービス事業所、指定障害者支援施設、指定障

害児通所支援事業所または指定障害児入所施設において、サービス管理

責任者、児童発達支援管理責任者または管理者として従事している者 

(イ) 現に（※3）指定一般相談支援事業所、指定特定相談支援事業所または

指定障害児相談支援事業所において相談支援専門員として従事してい

る者 

(ウ) 本研修受講開始日前５年間（※4）において(ア)または(イ)の業務に２

年以上従事した者（見込含む） 

 

※1 実践研修：本紙においてサービス管理責任者等実践研修を指す。 

※2 更新研修：本紙においてサービス管理責任者等更新研修を指す。 

※3 「現に」とは、受講当日の時点を指します。申込後、受講当日までの間で

異動等に伴い(ア)及び(イ)が非該当になる方は、(ウ)に該当するかどう

か確認してください。 

※4 本研修における「受講開始日前５年間」は、研修日程により異なります。

（ウ）に該当する方で、下記の期間の全てにおいて、実務経験が２年未満

の場合は、本研修を受講できません。日程により受講要件の可否が変わる

場合は、推薦書及び申込フォームでその旨記載してください。 

・A日程受講者：令和２年９月18日～令和７年９月17日 

・B日程受講者：令和２年10月22日～令和７年10月21日 

・C日程受講者：令和２年11月11日～令和７年11月10日 

・D日程受講者：令和２年12月11日～令和７年12月10日 
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５ 更新研修の受講年度について 

(1) 旧カリキュラム修了者（※）であり令和５年度末までに初回の更新研修を

修了していない者、並びに令和元年度更新研修修了者で令和６年度末まで

に２回目の更新研修を修了していない者は、サービス管理責任者等の資格

が失効しています。資格が失効した場合、再度サービス管理責任者等とし

て従事するためには、実践研修を受講する必要があります。 

※平成30年度（平成31年3月31日）までにサービス管理責任者研修又は児

童発達支援管理責任者研修を修了した、かつ、平成30年度（平成31年3

月31日）までに、相談支援従事者初任者研修（講義部分のみを含む）

を修了した者。 

 

(2) 令和元年度の研修体系見直しに伴う経過措置として実施していたみなし配

置（※）が、終了しました。みなし配置期間の終了後もサービス管理責任

者等として従事するためには、実践研修の受講が必要です。実践研修未受

講の方は資格が失効しておりますので、ご注意ください。 

※実務要件（参考資料１及び２参照）を満たす者が、令和元～３年度の間に

基礎研修を修了した場合、基礎研修修了日から３年を経過する日までの間

は、サービス管理責任者等とみなす経過措置が講じられていました。 

（例） 

基礎研修修了日 みなし配置が可能な期日 

令和３年 9月 16日 ⇒ 令和６年９月 15日まで 

令和４年２月 10日 ⇒ 令和７年２月９日まで 

 

(3) サービス管理責任者等として継続して従事する場合、更新研修を起算日から

５年度の間に受講する必要があります。 

（例１）令和２年度に初回の更新研修を修了した場合の、２回目以降の更新研

修受講年度について 

 

 

 

 

（例２）令和３年度に実践研修を修了した場合の、更新研修受講年度について 

 

 

 

 

（例３）更新研修受講期間に修了できず資格が失効した後、実践研修を修了し

た場合の更新研修受講年度について 

 

 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

実践研修修了
初年度

（起算日）
２年目 ３年目 ４年目 ５年目

６年目

（初年度）

７年目

（２年度）

８年目

（３年度）

９年目

（４年度）

１０年目

（５年度）

令和４年度から令和８年度の間に初回の更新研修を受講 令和９年度から令和13年度の間に２回目の更新研修を受講

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

更新研修修了
初年度

（起算日）
２年目 ３年目 ４年目 ５年目

実践研修

修了

１年目

（起算日）
２年目 ３年目 ４年目 ５年目

令和２年度から令和６年度の間に２回目の更新研修を受講 令和８年度から令和12年度の間に更新研修を受講

更新研修修了できず、資格が失効。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

更新研修修了
初年度

（起算日）
２年目 ３年目 ４年目 ５年目

６年目

（初年度）

７年目

（２年度）

８年目

（３年度）

９年目

（４年度）

１０年目

（５年度）

令和３年度から令和７年度の間に２回目の更新研修を受講

（令和７年度末までに更新研修を修了しない場合、令和７年度末で資格が失効します）

令和８年度から令和12年度の間に３回目の更新研修を受講

（２回目の更新研修修了年度に関わらず、この期間に３回目を受講する）
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６ 受講申込（詳細は別紙３～５参照） 

(1)申込方法 

以下の①及び②をもって、申込を完了とします。申込締切までに

①及び②の両方が確認できない場合は、申込を受

け付けできませんのでご注意ください。なお、現在の所属もしくは

これから所属する法人等代表者から推薦を受けてから申込んでください。 

 

①  下記の書類等を新潟県中央福祉相談センター障害者相談支援室まで郵

送してください。 

【現物を提出していただく書類】 

・法人等代表者からの推薦書（様式） １枚……………すべての者 

・返信先を記載した返信用レターパックライト １通…すべての者 

 

②  新潟県中央福祉相談センターホームページの「更新研修申込フォーム」

（新潟県電子申請システム）から申込の申請をしてください。 

【申込フォームで提出していただくデータ（PDFまたは JPEG）】 

・これまで受講したすべての更新研修の修了証書…令和６年度までに

更新研修を修了した者のみ 

・実践研修の修了証書…旧カリキュラム修了者（実施要領５(1)参照）

以外のすべての者 

【新潟県中央福祉相談センターホームページ トップ】 

https://www.pref.niigata.lg.jp/site/chuofukushi/ 

※推薦書と申込フォームの内容が異なる場合、推薦書に記載されてい

る内容を優先いたしますので、ご了承ください。 

 

(2)申込締切（厳守） 

  令和７年７月３日（木）17 時 15 分まで（必着） 

※締切を過ぎての申込は受け付けいたしません。 

※上記①及び②の締切は同じです。 

 

(3)受講申込における留意事項 

・推薦書及び申込フォームにおいて、受講希望者本人の氏名が間違えていない

か、よく確認をしてください。 

 ※特に「高」「髙」「邉」「邊」「斎」「齋」など、漢字の間違いがないようご注

意ください。 

 ※申込フォームに対応していない漢字がある場合は、「10 問い合わせ先」ま

https://www.pref.niigata.lg.jp/site/chuofukushi/
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で連絡してください。 

・同一事業所から複数名申込む場合は、必ず「優先順位」欄に事業所内におけ

る優先順位を記入してください。 

・手話通訳や要約筆記など配慮が必要な方は、申込フォームにその旨入力して

ください。必要に応じて、申込担当者等へ連絡する場合があります。 

・新規の事業所を立ち上げる場合等は、事業所住所は宛先として利用可能なも

のを入力してください。 

・必ず、受講希望者に連絡が可能な電話番号、メールアドレスを入力してくだ

さい。 

・申込完了時、ホームページ上に表示される整理番号とパスワードは控えてお

いてください。 

・受付完了メールが届かない場合は申込みが完了していない可能性がありま

す。申込状況の確認方法は、別紙５を参照してください。 

・また、迷惑メール設定により受信拒否をされている可能性がありますので、

ご自身のメール設定をご確認ください。 

・原則、電話での申込確認の問い合わせには応じません。内容に誤りがないか

よく確認の上、申込をお願いします。内容に誤りがある場合は、重複して申

込フォームの入力をせず、「10 問い合わせ先」まで連絡してください。 

 

(4)受講決定 

・申込者多数の場合は、研修事務局にて選考の上、受講者を決定します。 

・受講可否は、７月中旬を目処に通知します。７月 25日（金）までに受講可

否通知が届かない場合は、「10 問い合わせ先」まで連絡してください。 

 

７ 研修会費用 

・受講費用：3,000 円 

・受講決定者には決定通知と合わせて、納入通知書を送付します。納入期限 

までにお支払いいただけない場合、受講辞退とみなしますので、ご注意くだ

さい。 

・研修開始後、体調不良等による受講継続とならなかった場合、お支払いいた

だいた研修費用の払い戻しはできませんので、ご承知おきください。 

 

８ 事前課題 

・受講者には、研修前に事前課題に取り組んでいただきます。課題の詳細につ

いては、受講決定と合わせて通知します。通知後３週間を目途に提出してい

ただく予定です。 

・提出いただいた事前課題は研修当日に使用しますので、サービス管理責任者

等の現任でない方も、現任であることを想定して全設問に取り組むようお願

いします。 

・受講する日程に関わらず提出締切は全受講者共通であるため、お間違いな
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いよう留意願います。提出がなされない場合等は、途中辞退とみなします。 

 

９ その他 

(1)受講決定は先着順ではありません。申込内容にお間違いがないよう、十分ご

確認の上お申込みください。申込内容が変更となる場合は、必ず「10 問い

合わせ先」まで連絡してください。 

 

(2)研修申込において記載された個人情報は、本研修の修了証書の交付、研修修

了者の名簿作成、研修でのグループ分けなどの研修に関連する業務において

のみ利用します。 

 

(3)感染症防止のため、会場内ではマスク（不織布）着用をお願いします。また、

体調不良が疑われる場合は研修の受講を控えていただく場合があります。途

中辞退者等への補講はありませんので、ご了承ください。 

 

(4)修了証書は、受講料の納入、全日程の受講及び事前課題を提出された方に交

付します。本研修は法定研修のため、原則 15 分以上の遅刻・途中離席は原則

認めません。 

 

(5)公共交通機関の遅れなどにより、やむを得ず遅刻・欠席する際は、必ず「10

問い合わせ先」に連絡してください。研修会場に直接連絡しないようお願い

します。 

 

(6)新潟県自治会館及び謙信公武道館の駐車場台数には限りがあるため、相乗り

や公共交通機関の利用をお願いします。また、新潟県自治会館を利用する際

は、新潟県庁外来駐車場は使用できませんので、ご注意ください。駐車場に

関する遅刻やトラブルにつきまして、当所は一切の責任を負いかねますので、

ご了承ください。 

 

10 問い合わせ先 

 

新潟県中央福祉相談センター 障害者相談支援室（担当：花野） 

住 所 ：〒950-0121 新潟市江南区亀田向陽４丁目２―１ 

電 話 ：025-364-0068 (平日 ８時 30分から 17時 15分まで) 

E-mail：ngt046010@pref.niigata.lg.jp 

 

mailto:ngt046010@pref.niigata.lg.jp

